
令和２年度の実地指導等から見た留意事項について 

＜重要事項説明書に記載すべき事項＞※地域密着型サービス 

 ・ 運営規程の概要（事業の目的及び運営の方針、従業者の職種、員数及び職務の内容、内容

及び利用料その他の費用の額、通常の事業の実施地域、その他運営に関する重要事項） 

※ 運営規程の概要にサービス種類別に記載する項目。 

 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

営業日及び営業時間、合鍵の管理方法及び紛失した場合の対処方法 

 地域密着型通所介護及び認知症対応型通所介護 

 営業日及び営業時間、利用定員、サービス利用に当たっての留意事項、非常災害対策 

 小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護 

 営業日及び営業時間、登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員、サー

ビス利用に当たっての留意事項、非常災害対策 

 認知症対応型共同生活介護 

 利用定員、入居に当たっての留意事項 

地域密着型特定施設入居者生活介護 

 入所定員及び居室数、施設の利用に当たっての留意事項、非常災害対策 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

 入所定員、施設の利用に当たっての留意事項、非常災害対策 

 ・ 従業者の勤務の体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制 

 ・ 提供するサービスの第三者評価の実施状況 ※地域密着型特定施設入居者生活介護以外 

  ※ 以下は、地域密着型特定施設入居者生活介護のみ必要な項目 

   ・ 介護居室、一時介護室、浴室、食堂及び機能訓練室の概要 

   ・ 要介護状態区分に応じて当該事業所が提供する標準的な介護サービスの内容 

   ・ 利用料の額及びその改定の方法 

＜重要事項説明書に記載するべき事項＞※居宅介護支援 

 ・ 運営規程の概要（事業の目的及び運営の方針、職員の職種、員数及び職務内容、営業日及

び営業時間、指定居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料その他の費用の額、通常の事業

の実施地域、その他運営に関する重要事項） 

・ 介護支援専門員の勤務の体制、秘密の保持、事故発生時の対応、苦情処理の体制 

 ・ 利用者は複数の指定居宅サービス事業者等を紹介するよう求めることができること 

 ・ 指定居宅サービス事業者の選定理由を求めることが可能であること 

【以下は、令和３年度法改正により追加となった項目】 

【指導事項①】 

 事業者は、サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、

利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説

明を行い、同意を得る必要がある。説明内容に不足が無いようにすること。 
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 ・ 前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画の総数の

うちに訪問介護、通所介護、福祉用具貸与及び地域密着型通所介護（以下この項において「訪

問介護等」という。）がそれぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合 

・ 前６月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成された居宅サービス計画に位置付

けられた訪問介護等ごとの回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定地域密着

型サービス事業者によって提供されたものが占める割合 

◎根拠法令 

運営基準 

（内容及び手続の説明及び同意） 

第三条の七 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、第三条の二

十九に規定する運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務の体制そ

の他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付し

て説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

解釈通知 

４ 運営に関する基準 

(１) 内容及び手続の説明及び同意 

① 基準第３条の７は、指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者は、利用者に対し

適切な指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護を提供するため、その提供の開始に際

し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、当該指定定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所の運営規程の概要、定期巡回・随時対応型訪問介護看護従業者の勤務体

制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービスの第三者評価の実施状況（実

施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）等

の利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項について、わかりやすい説

明書やパンフレット等（当該指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者が、他の介

護保険に関する事業を併せて実施している場合、当該パンフレット等について、一体的

に作成することは差し支えないものとする。）の文書を交付して懇切丁寧に説明を行

い、当該事業所から指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供を受けることにつき

同意を得なければならないこととしたものである。なお、当該同意については、書面に

よって確認することが適当である。 
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○根拠法令 

運営基準 

（非常災害対策） 

第三十二条 指定地域密着型通所介護事業者は、非常災害に関する具体的計画を立て、非常

災害時の関係機関への通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知すると

ともに、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。 

２ 指定地域密着型通所介護事業者は、前項に規定する訓練の実施に当たって、地域住民の

参加が得られるよう連携に努めなければならない。 

 サービス種類により、職種毎に必要な勤務形態や常勤換算方法により算出された人数が定め

られています。事業所毎に人員基準を満たしているかを確認するため、従業者の勤務の体制や

勤務時間等については、職種毎に管理する必要があります。 

＜例＞常勤の従業者が勤務すべき時間数 40 時間／週 

 職種 勤務

形態 

氏名  １週目 週平均 常勤換

算後 月 火 水 木 金 

1 管理者 B ●●●● シフト※ a a a a a 20 0.5 

勤務時間 4 4 4 4 4 

2 介護職

員 

B ●●●● シフト※ a a a a a 20 0.5 

勤務時間 4 4 4 4 4 

※ 勤務時間帯に応じて、事業所毎に記号を付してください。 

 a 8：30～17：30 b 8：30～12：30 c 12:30～17：30 など。 

＜注意点＞ 

 ・ 勤務時間帯と勤務時間がわかるよう、記載してください。 

 ・ 事業所で定める常勤の従業者が勤務すべき時間数を超える時間を、勤務形態一覧表（常

勤換算）に含めることはできません。 

（例）・ 常勤の従業者が勤務すべき時間数を週 32 時間とした場合、実際の勤務が週 40

時間となっても、常勤換算後の人数は１以上になりません。 

【指導事項②】 

 夜間にサービスを提供する事業所は、避難訓練を夜間想定でも実施すること。 

避難口について、車いすの方も避難ができるよう、段差解消に努めること。 

【指導事項③】 

 従業者の勤務体制について、兼務する職毎に勤務時間を管理すること。 
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事故報告について 

  ■ サービス種類ごと届出数（件） 

■ 事故の種類（件） 

   ※感染症は肺結核 

  ■ 事故の場所（件） 

   ※感染症分は「不明」に分類 

  ■ その他 

 ・ 最終報告の届出数は 85件（全体の約 56％）、未提出の場合は提出をお願いします。 

   ・ 報告書の提出が事故発生後から半年を経過したものや、実地指導により未提出が発覚した

ケースがありますので、速やかに報告書の提出をお願いいたします。 

   ・ 当組合へ報告する様式について、令和３年３月に国が示した様式（介護保険最新情報

vol.943「介護保険施設等における事故の報告様式について」）を参考に改めました。様式

については、当組合ホームページに掲載されていますので、ご確認ください。 

特養 小規模特養 老健 ＧＨ 短期入所 通所介護 訪問介護 

46 11 21 32 10 13 1 

訪問看護 特定施設 小規模ケア 多機能 居宅支援 介護保険外 合計 

0 8 2 1 0 5 150 

骨折 裂傷 打撲 誤嚥 転倒 離設 誤薬 

77 10 4 0 25 7 7 

感染症 表皮剥離 交通事故 死亡 その他 合計  

1 3 1 3 12 150 

居室 廊下 食堂 トイレ 浴室 脱衣所 談話室 

70 10 9 14 5 3 8 

玄関 外 その他 不明 合計  

4 12 5 10 150 
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様式の変更について 

 次の様式について、介護保険法改正等により、令和３年度から様式を変更しています。 

 様式については、当組合ホームページに掲載していますので、ご確認ください。 

【掲載場所】 

 一関地区広域行政組合ホームページ ＞ 介護について ＞ 申請書等ダウンロード 

１．居宅サービス計画作成依頼（変更）届出書（様式第 16号の１） 
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２．介護予防サービス計画作成・介護予防ケアマネジメント依頼（変更・中止）届出書（様式第

16 号の２） 

6



３．居宅（介護予防）サービス計画作成依頼（変更）届出書（小規模多機能型居宅介護支援事業

者用）（様式第 16 号の３） 
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４．負担限度額認定申請書（様式第 18 号）（表面） 
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４．負担限度額認定申請書（様式第 18 号）（裏面） 
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５．過誤申立依頼書 
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